
国庫補助金等における事業計画の事後的評価について

令和８年度第３回神奈川県保健医療計画推進会議
資料６－１



１ 国庫補助事業における事後的評価について
（１）評価の目的

○ 国が策定した「事後的評価実施要領」に基づき都道府県（補助事業者）
が今後の効果的かつ適切な事業運用を図るため行うもの

（２）評価の対象
ア 医療提供体制施設整備交付金
・ 救命救急センター施設整備事業、医療施設耐震整備事業 など

イ 医療提供体制推進事業費補助金
・ 救命救急センター運営事業、周産期母子医療センター運営事業 など

（３）評価の方法
○ 補助事業年度の翌年度に、都道府県が、事業内容を自己評価し、その評
価結果について第三者（県保健医療計画推進会議）から事後評価を受ける
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２ 自己評価結果（医療提供体制施設整備交付金）①
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〇 本交付金は、医療計画に定める医療提供施設の整備の目標等に関し、整備に要
する経費の一部に充てるために国が交付するもの。

〇 主に、医療施設における患者の療養環境、医療従事者の職場環境改善、医療従
事者の養成力の充実等を図ることに充当している。

〇 令和７年度は、「休日夜間急患センター施設整備事業」「非常用自家発電設備
及び給水設備整備事業」及び、「医療施設耐震整備事業」に活用した。



２ 自己評価結果（医療提供体制施設整備交付金）②
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○医療計画等の推進に関する事業
国庫補助事業名 補助事業の詳細（目的等） 補助

年度
補助対象者 国庫補助額

（千円）
16,770

R7（R6繰越） 横浜中央病院　他２病院 5,119

休日夜間急患センター施設整
備事業
（国1/3・事2/3）

休日夜間急患診療所（医科）の新築、増改築
に要する工事費等に対する施設整備費補助

R7 金沢区休日急患診療所

非常用自家発電設備及び給水
設備整備事業
（国1/3・事2/3）

非常用自家発電装置・受水槽等の整備に要す
る工事費等に対する施設整備費補助

○施設環境等の改善に関する事業
国庫補助事業名 補助事業の詳細（目的等） 補助

年度
補助対象者 国庫補助額

（千円）
R7（R6繰越） 相模原病院　他１ 11,468医療施設耐震整備事業

（国1/2・事1/2）
医療施設耐震整備として必要な新築、増改築
に伴う補強及び既存建物の補強に要する工事
費等に対する施設整備費補助



２ 自己評価結果（医療提供体制施設整備交付金）③
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【総合評価】
〇 本県では、本交付金を活用し、初期救急機能、災害時の病院の機能の強化及び
地域における医療提供体制の充実を図った。

〇 各施設整備事業の実施のプロセスにおいても、計画どおり進捗しており、
支出額33,357千円に係る支出事務も適正に行われた。

〇 以上のことから、事業計画に位置づけられた事業内容は、適切なものと評価
した。



３ 自己評価結果（医療提供体制推進事業費補助金）①
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〇 本交付金（統合補助金）は、医療計画に定める医療提供施設等の整備の目標等
に関し、施設の運営及び設備整備等に要する経費に充てるために国が交付するもの。

〇 主に、医療施設における患者の療養環境、医療従事者の養成力の充実等を図る
ことに充当している。

〇 令和７年度は以下の事業に活用した。
・救急医療対策事業
「救命救急センター運営事業」「ドクターヘリ導入促進事業」
「救急医療センター運営事業」

・周産期医療対策事業
「周産期医療対策事業」「周産期母子医療センター運営事業」
「ＮＩＣＵ等長期入院児支援事業」

・歯科保健医療対策事業
「歯科医療安全管理体制推進特別事業」

・医療提供体制設備整備事業
「医療施設非常用通信設備整備事業」 「災害拠点精神科病院等設備等整備事業」
「災害・感染症医療業務従事者派遣設備整備事業」



３ 自己評価結果（医療提供体制推進事業費補助金）②
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〇 救急医療対策事業



8

３ 自己評価結果（医療提供体制推進事業費補助金）③
〇 周産期医療対策事業

R7 961神奈川県（県事業）
歯科保健医療

対策事業
歯科医療安全管理体制推進特
別事業

歯科医療関係者向けの安全管理に係るセミナー等を開催
し、歯科医療安全管理体制の充実を図る



３ 自己評価結果（医療提供体制推進事業費補助金）④
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〇 医療提供体制設備整備事業

R7
(R6繰越分）

１医療機関 332 0.0%

R7
(R6繰越分）

２医療機関 313 0.0%

災害拠点精神科病院等設備等
整備事業

災害拠点精神科病院及びＤＰＡＴ先遣隊を有する病院とし
て必要な広域災害・救急情報システム端末等の購入費

医療提供体制設
備整備事業

医療施設非常用通信設備整備
事業

大規模災害時の災害医療を円滑に行うため、新たに災害拠
点病院等が行う衛星通信システムの設置に対し補助を行
う。

R7 １医療機関 143 0.0%

災害・感染症医療業務従事者
派遣設備整備事業

災害・感染症医療業務従事者派遣に関する協定を締結している医
療機関（ＤＭＡＴ、ＤＰＡＴ先遣隊、災害支援ナース）に対し、
災害・感染症医療業務従事者の派遣に関する設備整備費用の補助
を目的とする。
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【総合評価】
〇 本県では、医療計画の「６事業」に位置づけられた「救急医療」、「小児
医療」、「周産期医療」、「災害時医療」を中心に医療提供体制の持続的確
保が図られた。また、歯科保健医療対策事業により、歯科医療安全管理体制
の充実が促進された。

〇 各推進事業の実施のプロセスにおいて、概ね計画どおり進捗しており、支
出額1,019,036千円に係る支出事務においても適正に行われた。

〇 以上のことから、事業計画に位置づけられた事業内容は、適切なものと評
価した。

３ 自己評価結果（医療提供体制推進事業費補助金）⑤
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４ 本日お伺いしたい事項

◯ 県の自己評価結果について、保健医療計画推進会議の

各委員に事後評価としてご意見を伺いたい。
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５ 今後の予定

９月24日 本会議において自己評価に係る第三者評価

10月中旬 厚生労働省あて評価結果（資料６－２）を提出

※ 国策定の「事後的評価実施要領」では、補助事業年度の翌年度６月30日までに翌年度の交付
申請書に添えて評価結果を厚生労働省に提出することとなっているが、９月末以降に提出する
ことについて国了承済

※ なお、評価結果の未提出や本補助金が適切に運用されていないと判断される場合には、翌年
度以降に係る補助金の算定について、一定の減算等の措置を行うこととされている。



（参考） 事後的評価実施要領（抜粋）
医療提供体制施設整備交付金における事業計画の事後的評価実施要領（抜粋）
第２ 評価の方法

都道府県医療審議会の委員等からなる評価委員会を構成・開催し、評価の実施時期、評
価の手順並びに評価結果（評価書）の様式及び公表方法等を定めるものとする。

第５ 評価結果の公表及び厚生労働省への提出
評価委員会における評価及び改善の検討の終了後、速やかに評価結果（評価書）を公表

するとともに、翌年度の交付金の申請書に添えて（翌年度に交付金の申請を行わない場合
は、翌年度６月30日までに）、評価結果（評価書）を厚生労働省に提出するものとする。

医療提供体制推進事業費補助金における事業計画の事後的評価実施要領（抜粋）
第２ 評価の方法

都道府県医療審議会の委員等からなる評価委員会を構成・開催し、評価の実施時期、評
価の手順並びに評価結果（評価書）の様式及び公表方法等を定めるものとする。

第５ 評価結果の公表及び厚生労働省への提出
評価委員会における評価及び改善の検討の終了後、速やかに評価結果（評価書）を公表

するとともに、翌年度の補助金の申請書に添えて（翌年度に補助金の申請を行わない場合
は、翌年度６月30日までに）、評価結果（評価書）を厚生労働省に提出するものとする。
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